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要 旨：生徒指導や教育相談及び特別支援教育に関連する実践研究を収集・分析を行い，

その動向を明確にすることで，特別な教育的ニーズのある児童生徒への効果的な支援のあ

り方について検討することを目的とした．通常学級に在籍する児童生徒を対象とした実践

を収集するため，生徒指導研究と教育心理学研究及び LD 研究に掲載された，2002 年か

ら 2012 年の実践研究 166 本を対象とした．集計の結果，中学・高校生を対象とした実践

は少数であることが明らかとなった．また，支援体制を検討する実践も散見される程度あ

ることが示された．今後は，思春期の特別な教育的ニーズのある生徒に対する効果的な教

育実践の確立と，各学校の多様性・独自性を考慮した支援体制の構築に向けた実践を積み

重ねていくことが，児童生徒の学校適応向上の一翼となる可能性が示唆された． 
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● 

Ⅰ．はじめに 

 
 2011 年度の「児童生徒の問題行動等生徒指

導上の諸問題に関する調査」(文部科学省，

2013)14)において，中学・高等学校における暴

力行為及びいじめの件数は，前年度と比較して

減少している．また，中学校における不登校数

は減少している一方，高等学校では増加してい

る．不登校のきっかっけとして，不安などの情

緒的混乱やいじめを除く友人関係をめぐる問

題が理由として高率であった．件数の増減は見

られたものの依然として何らかの個別に支援

を必要とする児童生徒が止むことはないのが

現状である． 
従来，上記の諸問題に対する支援は，実際の

教育現場に存在する枠組みの中で，改善及び支

援のあり方を考えていく教育臨床学的視点に

立って取組まれてきた．そして，生徒に対する

支援実践に関する研究は，生徒指導や教育相談

及び特別支援教育という分野ごとに分かれて

報告されてきた． 

しかしながら，実際に学校現場で生じる児童

生徒への支援では，明確な分野に分けて支援を

行うというよりは，むしろ個別の配慮を要する

生徒と一括りにして，様々な取り組みがなされ

てきたのであろう． 
そこで，本研究は，生徒指導や教育相談及び

特別支援教育に関係する実践研究を収集・分析

を行い，実践研究の動向を明確にすることで，

特別な教育的ニーズのある児童生徒への効果

的な支援のあり方について検討することを目

的とした． 
 
● 

Ⅱ．方法 

 
１．分析内容 

臨床心理学の専門家 2 名(筆者・大学教員)に
よって，学術論文の選定を行った．通常学級・

園に在籍する児童生徒を対象とした実践を収

集するため，生徒指導研究と教育心理学研究及

び LD 研究の 3 誌に掲載された実践研究・報告

166 本を分析対象とした．生徒指導研究が 2002
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年に創刊されたことを踏まえ，2002年から2012
年の 10 年間分の学術論文を分析に使用した． 
 
２．分析方法 

臨床心理学を専門とする大学院生 4 名と，専

門家 2 名(筆者・大学教員 1 名)によって，内容

的妥当性を検討した上で実践研究の内容をカ

テゴリー化した． 
まず，対象児童生徒については，「学齢前」「小

学校」「中学校」「高等学校」「その他」「不明」

の 6 つに分類した． 
次に，対象者への支援内容については，「集

団」「個別」「その他」の 3 領域に分けた．また，

対象児童生徒のタイプを，「定型発達児」「発達

障害(自閉症・広汎性発達障害・高機能自閉症・

アスペルガー障害・LD・ADHD 等を含む)」「対

人関係の課題」「学習の課題」「不登校」「いじ

め」「その他」の 7 つに分類した． 
最後に，研究の目的について，「支援の有効

性」「支援体制・授業の有効性」「教授方法・授

業教材の開発」「その他」の 4 つに分類した．

各カテゴリーについて，単純集計を行った． 
 
● 

Ⅲ．結果 

 

１．実践研究の論文数 

 実践研究の論文数は，生徒指導研究が 25 本

(15.2%)，教育心理学研究が 73 本，(44.5%)，
LD 研究が 66 本(40.2%)，合計 166 本を分析対

象とした．年間平均 15.1 本(標準偏差=2.47)で
あることが示された．また，2008 年に発刊さ

れた実践研究・報告の論文数が最も多いことが

示された(19 本，11.4%)(Table1)． 
 
２．対象児童生徒 

小学生を対象とした実践が最も多いことが

示された(85 本，51.2%)．一方で，中学校(38
本，22.9%)・高等学校(20 本，12.0%)と学年が

上がるにつれて，論文数が減少していることが

明らかとなった(Table2)． 
 

Table 1 実践研究・報告論文数（n=166） 

数 % 数 % 数 % 数 %
2002 5 3.0 9 5.4 3 1.8 17 10.2
2003 7 4.2 6 3.6 2 1.2 15 9.0
2004 4 2.4 9 5.4 4 2.4 17 10.2
2005 5 3.0 5 3.0 3 1.8 13 7.8
2006 8 4.8 6 3.6 2 1.2 16 9.6
2007 10 6.0 6 3.6 1 0.6 17 10.2
2008 6 3.6 8 4.8 5 3.0 19 11.4
2009 10 6.0 4 2.4 2 1.2 16 9.6
2010 9 5.4 2 1.2 1 0.6 12 7.2
2011 6 3.6 4 2.4 2 1.2 12 7.2
2012 3 1.8 7 4.2 2 1.2 12 7.2
計 73 44.0 66 39.8 27 16.3 166 100.0

年
教育心理学会 LD学会 生徒指導学会 総計

Table 2 対象児童生徒（n=166） 

数 % 数 % 数 % 数 % 数 % 数 %
2002 0 0.0 9 5.4 3 1.8 0 0.0 4 2.4 1 0.6
2003 1 0.6 7 4.2 6 3.6 0 0.0 1 0.6 0 0.0
2004 1 0.6 10 6.0 2 1.2 1 0.6 0 0.0 3 1.8
2005 2 1.2 6 3.6 4 2.4 1 0.6 0 0.0 0 0.0
2006 0 0.0 9 5.4 3 1.8 4 2.4 0 0.0 0 0.0
2007 0 0.0 8 4.8 6 3.6 3 1.8 0 0.0 0 0.0
2008 0 0.0 10 6.0 2 1.2 5 3.0 2 1.2 0 0.0
2009 1 0.6 10 6.0 4 2.4 1 0.6 0 0.0 0 0.0
2010 2 1.2 5 3.0 3 1.8 2 1.2 0 0.0 0 0.0
2011 1 0.6 6 3.6 4 2.4 1 0.6 0 0.0 0 0.0
2012 1 0.6 5 3.0 1 0.6 2 1.2 2 1.2 1 0.6
計 9 5.4 85 51.2 38 22.9 20 12.0 9 5.4 5 3.0

不明
年

学齢前 小学校 中学校 高校 その他
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３．支援内容 

 集団に向けた支援(88本，53.7％)については，

定型発達児に向けた実践が最も多いことが示

された(63 本，38.4%)．例えば，生徒の多様性

を活かしたピア・サポート活動(田中，2004)25)，

小学生を対象にした構成的グループエンカウ

ンター(葛西・枝川，2005)7)や，抑うつ症状に

対する認知行動療法プログラム(佐藤・今城・戸

ヶ崎・石川・佐藤・佐藤，2009)19)等の有効性

が検討された． 
また，集団支援のうち特別な教育的ニーズの

ある児童・生徒への支援では，発達障害のある

児童生徒への実践が最も多かった (20 本，

12.2%)．他者との関係作りに必要とされる「約

束」を支援目標とした実践(山本・小坂，2008)31)

や，仲間作り・居場所作りの形成を支援した実

践(芦澤・宇根，20022)，高橋，201024))の有効

性が検討された． 
個別支援(53 本，32.3％)では，発達障害のあ

る生徒に向けた実践が最も多いことが示され

た(28 本，17.1%)．対象児童生徒別にみると，

小学生の発達障害のある児童に対する個別支

援は22本(10.0%)で，最も多いことが示された．

特に，読み書きに困難さがある児童への実践が

多く(例えば，服部，20024)，渡邉・長澤，200728) ，
田辺・服部，200226))，また，計算等の算数等

の学習面に関する実践も検討されている(秋
元・黛，20021)，服部・田辺，20025))． 

一方で，中学校の発達障害のある生徒に対す

る個別支援は 4 本(1.8%)であった．高校生では

2 本(0.9%)と，学年が上がるにつれて論文数が

減少していることが明らかとなった(Table3)．
中学・高校生への個別支援では，社会的なスキ

ルの獲得を目的とした対人面や生活面に関す

る実践がなされている(河村・久末・河村・納富，

20039)，井口・石川・村上，20106)，藤井，20063))．
(Table3)． 
 

４．研究目的 

 定型発達児(65 本，28.9％)への支援目的は，

支援体制や授業実践の有効性に関する目的が

最も多かった(38 本，16.9％)．支援体制につい

ては，生徒指導の事例より，指導体制の構築を

検討した実践(真鍋，201211))や，単一中学校の

事例を基に，教育相談システムの構築を検討し

た実践(相樂・石隈，200518))等が報告された．

また，授業実践については，児童生徒の意欲や

自尊感情の向上を目的とした実践(例えば，高橋，

200223)，山森，200330)，川井・吉田・宮元・

山中，20068))，理科教育に関する授業実践(例
えば，高垣・ 田爪・ 松瀬，200721)，高垣・田

爪・ 中西・波・佐々木，200922))，教授・学習

方略の効果を検討した実践(例えば，松沼，

200712)・200813))等がなされた． 
定型発達児以外の特別な教育的ニーズ(発達

障害・対人関係面の課題・学習面の課題・不登

Table 3 支援内容（n=219，重複含む） 

数 % 数 % 数 % 数 % 数 % 数 %
集団支援
定型発達児 5 2.3 28 12.8 16 7.3 12 5.5 2 0.9 63 28.8
発達障害 1 0.5 12 5.5 5 2.3 0 0.0 2 0.9 20 9.1
対人関係 1 0.5 5 2.3 6 2.7 0 0.0 0 0.0 12 5.5
学習 0 0.0 0 0.0 1 0.5 0 0.0 0 0.0 1 0.5
不登校 0 0.0 2 0.9 1 0.5 0 0.0 2 0.9 5 2.3
いじめ 0 0.0 1 0.5 1 0.5 0 0.0 0 0.0 2 0.9
その他 0 0.0 3 1.4 0 0.0 1 0.5 0 0.0 4 1.8
個別支援
定型発達児 1 0.5 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 0.5
発達障害 0 0.0 22 10.0 4 1.8 2 0.9 0 0.0 28 12.8
対人関係 0 0.0 10 4.6 4 1.8 1 0.5 0 0.0 15 6.8
学習 1 0.5 14 6.4 7 3.2 1 0.5 0 0.0 23 10.5
不登校 0 0.0 2 0.9 5 2.3 5 2.3 0 0.0 12 5.5
いじめ 0 0.0 0 0.0 1 0.5 3 1.4 0 0.0 4 1.8
その他 0 0.0 0 0.0 4 1.8 4 1.8 0 0.0 8 3.7
その他
発達障害 0 0.0 8 3.7 0 0.0 0 0.0 1 0.5 9 4.1
学習 0 0.0 2 0.9 0 0.0 0 0.0 0 0.0 2 0.9
不登校 0 0.0 2 0.9 0 0.0 0 0.0 0 0.0 2 0.9
その他 1 0.5 5 2.3 1 0.5 0 0.0 1 0.5 8 3.7

学齢前 小学校 中学校 高校 その他 計
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校・いじめ)のある児童生徒を対象とした実践で

は，支援内容の有効性を検討する研究・報告が

多いことが示された(112 本，49.8％)．特に，

発達障害児を対象とした支援の効果を検証す

る研究・報告が多くみられた(46 本，20.4％)．
特に，社会性やコミュニケーションスキルの獲

得を目的とした実践(例えば，落合・井澤，

200515)，岡部・奥野・染木・芳川・沢宮，200816))
や，不登校生徒への進路や登校復帰を目的とし

た支援(例えば，瀬戸，200420)，小野，201117)，

小林，200510)，山口，200829))等が報告された． 
一方で，支援体制や授業の有効性を検討する研

究は散見される程度であることが示された(5
本，2.2%)(Table4)． 
 

● 

Ⅳ．考察 

 
 3 誌による 10 年間分の実践研究・報告にお

いて，2008 年に発表された論文数が最も多か

った．学術論文は通常，受理されるまでに 1 年

程度の時間を要すことを考慮すると，2007 年

度に投稿数が多かったことが推測される．2007
年(平成 19 年)は，特別支援教育が学校教育法に

位置付けられた年であるため，教育実践に熱が

入った時代であると考えられる． 
対象児童生徒について，件数が最も多かった

のは小学生を対象とした定型発達児への集団

による支援であることが示された．また，中

学・高校と学年が上がるにつれて論文数は減少

しており，特に個別支援による実践研究は，散

見される程度であった．このことは，中学・高

校生の心理社会的発達課題の一である，アイデ

ンティティの確立と関連し，不安や葛藤等の生

きにくさといった心理的な問題が複雑に関わ 
 

っているため，実践としてまとめることが難し

い可能性が考えられる．あるいは，小学校より

も特別な教育的ニーズへの支援に対する意識

や動機づけが高まっていないことが影響して

いると推測される．いずれにしろ，思春期の特

別な教育的ニーズのある生徒への支援を確立

させていくことが，生徒指導上の諸問題の改善

と学校適応の向上に繋がるのではないかと考

える． 
また，特別な教育的ニーズに対する支援の有

効性を検討する実践研究・報告は多いことが示

された．児童生徒の特性やニーズに応じた支援

が展開されていることが推測されたが，支援体

制そのものを検討した実践はごく少数であっ

た．加えて，全ての実践研究において，学校の

タイプや多様性・独自性を考慮した，包括的な

教育実践のモデルは検討されていないことが

示唆された． 
例えば，高等学校においては，就職者や進路

未決定者など生徒の進路が多様となっている

普通科高校(東京都，2013)27)や，チャレンジス

クール等の単位制高校及び私立中高一貫教育

校があり，それぞれのニーズに合った支援体制

の検討が望まれよう．さらに，中学校では，公

立学校大多数が進学するが，首都圏では私立校

に受験する生徒も増えてきていることを鑑み，

中学校においても学校のタイプを考慮した支

援体制を構築していく必要性が推測される． 
このように，特色が異なる学校に在籍する生

徒の実態や支援のあり方を把握し，それぞれの

学校の多様性・独自性に応じた支援体制を構

築・運用していくことが，生徒の学校適応を促

す支援体制の構築には重要であると考察された． 
 

 

 

Table4 研究目的（n=225，重複含む） 

数 % 数 % 数 % 数 % 数 %
定型発達児 18 8.0 38 16.9 7 3.1 2 0.9 65 28.9
発達障害児 46 20.4 1 0.4 10 4.4 1 0.4 58 25.8
対人関係 24 10.7 0 0.0 4 1.8 0 0.0 28 12.4
学習 21 9.3 3 1.3 2 0.9 0 0.0 26 11.6
不登校 16 7.1 1 0.4 3 1.3 0 0.0 20 8.9
いじめ 5 2.2 0 0.0 3 1.3 0 0.0 8 3.6
その他 9 4.0 1 0.4 9 4.0 1 0.4 20 8.9
定型発達児以外 112 49.8 5 2.2 22 9.8 1 0.4 140 62.2

計 139 61.8 44 19.6 38 16.9 4 1.8 225 100.0

支援の有効性
支援体制・授
業の有効性

教授方法・授
業教材の開発

その他 計
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